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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第３四半期連結
累計期間

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

売上高 （千円） 5,760,359

経常利益 （千円） 84,185

親会社株主に帰属する四半期純利益 （千円） 36,106

四半期包括利益 （千円） 82,188

純資産額 （千円） 2,284,063

総資産額 （千円） 5,594,701

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.39

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
（円） －

自己資本比率 （％） 40.83

 

回次
第66期

第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 2.84

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、第66期第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、第65期第３四

半期連結累計期間及び第65期連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、平成28年６月１日にカルチャー教室事業部門を会社分割し、十字屋Culture株式会社を新規連結しておりま

す。

　この結果、当社グループは当社及び子会社１社により構成されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

① 経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善など緩やかに回復基調が続く一

方で、個人消費は弱含みの推移となりました。また、中国を中心としたアジア新興国経済の減速や米国新政権に

よる不確実性の高まりなど、先行き不透明な状況にあります。

　このような状況下で当社グループは、音楽教室及びカルチャー教室の会員数拡大と管理機能の効率化で早期に

収益の回復を図ることを経営の最重点課題と位置づけ、６月にカルチャー教室運営の効率化及びサービス水準の

更なる向上と柔軟な組織運営、意思決定の迅速化を図るため、同事業部門を分社化し、教室事業の売上構成比を

さらに高め、収益性に重点を置いた事業構造への転換に取り組んでまいりました。商品販売においては、対象顧

客を明確にした集客施策の立案、営業活動の推進に注力し、営業活動の見直しを行ってまいりました。

　また、熊本県内のカルチャー教室は、４月に発生した熊本地震の影響で営業を見合わせておりましたが、７月

に営業を再開いたしました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高57億60百万円、営業利益87百万円、経常利益84百万

円、親会社株主に帰属する四半期純利益36百万円となりました。

セグメント別の状況は、次のとおりであります。

（音楽事業部門）

　店舗は、本店を中心に顧客参加型の店内イベントを積極的に開催することで、集客力増加に取り組むほか、吹

奏楽に親しんだ大人向けのイベント企画を継続して実施するなど、単に商品を販売するだけでなく、総合的かつ

有機的なサービスを提供する営業活動を行ってまいりました。

　また、従業員に専門知識・接客技術向上の為の教育訓練を行い、販売・営業力の強化に努めてまいりました。

　しかしながら、楽器販売はピアノ、電子オルガンなどの鍵盤楽器が販売台数・単価共に苦戦し、ギター関連、

管弦楽器も需要の減少や一部の商品が全国的な在庫過多で値崩れ現象が発生するなど厳しい状況となりました。

　音楽教室は、中高年層を中心とした「大人のための音楽教室」の会員募集に注力したことで、春の会員募集期

間において大人会員が堅調に推移し、子供会員は秋の募集期間で苦戦したものの、顧客ニーズに応える付加価値

の高いレッスンの提案で、前年並みの会員数を確保しました。

　この結果、売上高は36億75百万円、セグメント利益は２億１百万円となりました。

（カルチャー事業部門）

　カルチャー事業は、平成28年６月１日に当社のカルチャー教室事業を分社化し、十字屋Ｃulture株式会社とし

て新たなスタートを切りました。４月には、堺市の百貨店内にカルチャー教室を新設し、大人のための趣味需要

に応える為、お客様ニーズにあった講座企画やカリキュラム（講座内容）を充実させてまいりました。一方で、

愛媛県のカルチャー教室を閉鎖し、営業効率の改善を図りました。

　また、９月には中部地域を中心に多くのＧＭＳを展開する企業と業務提携し、新たな教室ビジネスを進めるな

ど、更なる事業展開への取組みをスタートさせました。

　通常講座に加え、全国各地の地域特性を活かした「ご当地講座」を継続するとともに、特に良質なライフスタ

イルを追求する女性を意識した企画に取り組むことで、独創性を強化し、新規会員獲得や既存会員の継続率を高

めました。

　この結果、売上高は20億84百万円、セグメント利益は１億４百万円となりました。

（注）当社は、第１四半期連結会計期間より連結決算を開始いたしました。従いまして当第３四半期連結累計期

間は連結初年度にあたるため、前年同四半期との比較分析は行っておりません。
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② 財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産額は55億94百万円となりました。内訳は、現金及び預金13億25百万円、

有形固定資産合計16億98百万円、投資その他の資産合計11億32百万円であります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末の負債総額は33億10百万円であり、内訳は、流動負債合計20億76百万円、固定負

債合計12億34百万円であります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は22億84百万円であり、内訳は、資本金９億57百万円、資本剰余金９億

85百万円、利益剰余金２億52百万円等であり、自己資本比率は40.8％となりました。

　（注）当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末との比

較分析は行っておりません。

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 8,272,500 8,272,500 ㈱東京証券取引所市場第二部
単元株式数

1,000株

計 8,272,500 8,272,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成28年10月１日～

 平成28年12月31日
－ 8,272,500 － 957,000 － 985,352

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　　記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

　　ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　－ － 　－

議決権制限株式（自己株式等） 　－ － 　－

議決権制限株式（その他） 　－ 　－ 　－

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式

43,000
－ 　－

完全議決権株式（その他）
　普通株式

8,141,000
8,141 　－

単元未満株式
　普通株式

88,500
－ 　－

発行済株式総数 8,272,500 － 　－

総株主の議決権 　－ 8,141 　－

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　(株)ＪＥＵＧＩＡ
京都市中京区三条通寺町

東入石橋町11番地
43,000 － 43,000 0.52

計 － 43,000 － 43,000 0.52

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しており

ません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている京都監査法人は、平成28年12月１日に名称を変更し、ＰｗＣ京都監査

法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,325,808

受取手形及び売掛金 155,007

商品 783,002

その他 447,243

貸倒引当金 △140

流動資産合計 2,710,921

固定資産  

有形固定資産  

建物（純額） 848,332

土地 777,494

その他（純額） 72,726

有形固定資産合計 1,698,553

無形固定資産 52,402

投資その他の資産  

投資有価証券 364,933

差入保証金 649,315

その他 152,434

貸倒引当金 △33,860

投資その他の資産合計 1,132,823

固定資産合計 2,883,780

資産合計 5,594,701

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 468,330

短期借入金 430,000

1年内返済予定の長期借入金 437,595

引当金 24,000

その他 716,327

流動負債合計 2,076,253

固定負債  

長期借入金 1,030,278

退職給付に係る負債 128,437

その他 75,669

固定負債合計 1,234,385

負債合計 3,310,638

純資産の部  

株主資本  

資本金 957,000

資本剰余金 985,352

利益剰余金 252,961

自己株式 △6,562

株主資本合計 2,188,750

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 95,312

その他の包括利益累計額合計 95,312

純資産合計 2,284,063

負債純資産合計 5,594,701
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 5,760,359

売上原価 3,238,789

売上総利益 2,521,569

販売費及び一般管理費 2,434,235

営業利益 87,333

営業外収益  

受取利息及び配当金 5,603

受取手数料 3,137

その他 4,494

営業外収益合計 13,234

営業外費用  

支払利息 14,960

その他 1,422

営業外費用合計 16,383

経常利益 84,185

特別利益  

固定資産売却益 710

特別利益合計 710

特別損失  

固定資産除却損 199

災害による損失 4,197

特別損失合計 4,397

税金等調整前四半期純利益 80,497

法人税等 44,391

四半期純利益 36,106

親会社株主に帰属する四半期純利益 36,106
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 36,106

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 46,082

その他の包括利益合計 46,082

四半期包括利益 82,188

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 82,188
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結の範囲の重要な変更

　当社は、第１四半期連結会計期間に会社分割により十字屋Ｃulture株式会社を子会社化したことに伴い、第１

四半期連結会計期間から同社を連結の範囲に含めております。

（追加情報）

　（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　当社は、第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項は以下のとおりです。

１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　　１社

連結子会社の名称　　十字屋Ｃulture株式会社

２．連結子会社の四半期決算日等に関する事項

連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②デリバティブ等

デリバティブ

時価法

③たな卸資産

楽器（ピアノ、電子オルガンを除く）及びＡＶソフト並びに関連商品

・売価還元法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

その他の商品

・個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

 定率法

 ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によってお

ります。

主な耐用年数

 建物及び構築物　　　　　５～39年

 工具、器具及び備品　　　５～10年

無形固定資産

 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

長期前払費用

 定額法
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（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。なお、退職給付債務の計算については、退職給付に係る期末自己都合要支給額に係数（昇給率係

数及び割引係数）を乗ずる方法により計算しております。

（５）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　金利スワップ

ヘッジ対象　　　借入金

③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップは、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しておりま

す。

（６）その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更が当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 115,808千円

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 24,686 3  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日 至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 音楽事業
カルチャー

事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 3,675,840 2,084,519 5,760,359 － 5,760,359

セグメント間の内部売上高
又は振替高

234 189 423 △423 －

計 3,676,074 2,084,708 5,760,782 △423 5,760,359

セグメント利益 201,324 104,980 306,304 △218,971 87,333

（注）１．セグメント利益の調整額△218,971千円は、全社費用等であり、主に各報告セグメントに帰属しない本

社事務管理部門の一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 ４円39銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 36,106

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
36,106

普通株式の期中平均株式数（株） 8,228,594

　(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書  

 

平成29年２月10日

株 式 会 社 Ｊ Ｅ Ｕ Ｇ Ｉ Ａ

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣ京都監査法人

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　柴　　田　　　　　篤　　印

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士　高　　井　　晶　　治　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＥＵ

ＧＩＡの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２８年１０

月１日から平成２８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年１２月３１

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＥＵＧＩＡ及び連結子会社の平成２８年１２月３１日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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